















が日本の公立学校で学ぶケースが増加している．平成 27 年 4 月の文部科学省の発表 1）によれば，平
成 26 年 5 月 1 日現在，公立の小学校，中学校，高等学校，中等教育学校及び特別支援学校に在籍す
る日本語指導が必要な外国人児童生徒は 29,198 人で，24 年度の前回調査から 8.1％の増加であった．




恵庭市教育委員会などの要請を受けて学生とともに週 1 〜 2 回の学習支援を行っている．こうした








すでに 100 万人を突破している．そうした中，前述の平成 27 年度発表の文部科学省調査によれば「日
本語指導が必要な児童生徒」とされる子どもたちは全国 6137 校に在籍する状況となっており，その
8 割近くが 5 人未満の少数在籍校である．日本語指導が必要な外国人児童生徒が在籍する市町村数は，
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Immersion Program）」といった様々な形態をとりつつ，公教育の中で CLD 児に対する教育プログラ










　本実践に参加したのは，フィリピンから来日して 2 か月の 15 歳の男子中学生 S とその生徒の学び











　教育委員会からの支援要請を受け，S の所属する学校の所属長及び担当教員，また S の保護者と















回数 支援日 教科 学習内容
1 4 月 21 日 （4 時間目） 社会 日清・日露戦争
2 4 月 21 日 （5 時間目） 美術 木彫
3 5 月 2 日 （4 時間目） 数学 二次式の展開
4 5 月 2 日 （5 時間目） 音楽 リコーダーの練習
5 5 月 9 日 （4 時間目） 理科 電解質の水溶液
6 5 月 9 日 （5 時間目） 社会 社会主義の成長・明治時代の文化
7 5 月 12 日 （4 時間目） 家庭 幼児の心身の発達 
8 5 月 12 日 （5 時間目） 数学 素数と素因数分解 
9 5 月 16 日 （4 時間目） 国語 論語：漢文の基礎知識
10 5 月 16 日 （5 時間目） 理科 電離を式で表そう
11 5 月 23 日 （4 時間目） 理科 電解質の水溶液と金属板の実験
12 6 月 2 日 （4 時間目） 理科 酸性・アルカリ性の溶液の性質を調べよう（実験）
13 6 月 2 日 （5 時間目） 音楽 リコーダーの練習
14 6 月 13 日 （4 時間目） 社会 第二次世界大戦
15 6 月 16 日 （4 時間目） 理科 生命の連続性：遺伝 
16 6 月 16 日 （5 時間目） 数学 平方根を a √ b の形にする
17 6 月 20 日 （4 時間目） 理科 染色体
18 6 月 20 日 （5 時間目） 数学 有理化
19 6 月 30 日 （4 時間目） 英語 小テスト：現在完了形
20 7 月 4 日 （4 時間目） 数学 平方根を用いた応用問題
21 7 月 4 日 （5 時間目） 理科 優性遺伝と劣性遺伝　
22 7 月 11 日 （4 時間目） 総合 大学訪問に向けて：ガイダンス
23 7 月 11 日 （5 時間目） 英語 学力テスト対策の演習問題
24 7 月 18 日 （4 時間目） 理科 メンデルの実験を考えよう
25 7 月 18 日 （5 時間目） 総合 スクールカウンセラーのお話
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　入り込み授業の形での支援であるため，クラス内の他の生徒に迷惑が掛からないよう，S の席を一







　2017 年度の夏休み前までの期間では，火曜と金曜の週 2 回の支援を計画した．修学旅行や学校祭
などの学校行事で授業がない日も多くあり，結果として 1 学期の支援は 25 単位時間であった．実際
に支援に入った授業の教科としては理科が一番多く 8 時間，次いで数学が 5 時間，社会が 3 時間，













































































































































するわけであるから，第二言語環境に入る年齢（Age of Arrival: AOA）が高いほうが転移すべき多
くの知識を持っている点において有利になる部分が少なくない．また，第二言語環境に入ったのちに
どれほど継承語を保持しやすい環境になるかということも CLD 児の言語発達において極めて重要な





































として提示されているのは，1） 日本語指導担当教員の配置等日本語指導の体制整備 , 2） 日本語
指導に係る授業時数の確保 , 3）日本語指導担当教員の指導力の向上 , 4） 児童生徒一人一人に応
じた日本語指導計画の作成・評価の実施 ,  5） 日本語指導に必要な教材等の充実 , 6）その他の 6
つでありこの中から 1 つ選択することを求めている．
 3） 初等中等教育局国際教育課『外国人児童生徒受け入れの手引き』（平成 23 年 3 月）文部科学省 .
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Supporting the Learning of Culturally and Linguistically Diverse Students:
From a Perspective of Bilingual Education
SANO Aiko
Abstract: Rapid globalisation of the labour market has caused an increase in the number of students who need 
special pedagogical support in Japanese as a second language in Japan. Although it has been well pointed out in 
the literature of bilingual education research that ensuring educational opportunities to maintain and develop the 
heritage languages of culturally and linguistically diverse (CLD) children in order for them to achieve academic 
success, it is not yet very common in Japanese schools to implement support from a bilingual point of view. In 
this report, a case is reported where university students together with their instructor supported a CLD student 
in his classes both in terms of fostering his proficiency in Japanese as a second language and helping him learn 
academic content through his stronger language. Further challenges in helping CLD students in the public 
education system in Japan will be discussed.
